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Résumé

Purpose: This paper seeks to clarify the research trend of  library and information science （LIS） in Japan from 

1970 to 2009.

Methods: Of  all the articles published from 1970 to 2009 in Library and Information Science and Journal of  

Japan Society of  Library and Information Science, 826 research articles were examined. For each article, （1） 

authors, （2） topics, （3） research methods, and （4） the use of  theories were analyzed. For （1）, the number of  

authors of  each article and the first author’s affiliation and occupation were examined. Topics were classified 

into 14 LIS topics and these topics were further classified into “library science” and “information science”. Em-

pirical research methods were further divided into “data collection method” and “data analysis method”. The 

number of  research articles and the transition of  the number of  pages were also investigated.
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I. 論文による研究動向把握と図書館情報学

A. 論文により研究動向を把握する意義

特定研究分野の研究動向を把握することは，そ

の分野の学説史の一端を見ることにもつながると

言える。その分野が何を，どのように問題にして

きたかを知ることは，その分野の研究者や院生に

とって，その研究分野の特性を理解し，今後の研

究課題を設定する上で意義があり，基盤的な作業

と位置づけられる。

図書館情報学の一領域と見なされている計量書

誌学や計量情報学では，その対象や方法が，分野

の研究動向を把握する際に使われるものと非常に

類似している。ただし，これらの分野では分野の

研究動向の把握自体を目的とはしていない。これ

らの研究分野は現在では，論文発表，引用，用語

などの情報に関わる事象の出現や要素間の関係を

統計的あるいは数学的にモデル化することに関心

があると考えられる 1）。そのためには，データと

して特定分野での論文数，引用数，特定用語の出

現数を知る必要があり，そこで開発し利用されて

きた手法や道具は，学術コミュニケーションの実

態を知るためにも応用されてきたし 2），科学の実

態を知ることを目的とする科学計量学あるいは科

学の科学とも密接な関係をもってきた。

研究動向といっても，研究活動の活発さを国際

的に比較するのか，研究者間のネットワークを知

ろうとするのか，新しいテーマが出現してきたこ

とを知りたいのか，などその目的によって測定す

べき項目は様々である。研究活動の活発さを把握

Results: Our findings indicate that in the LIS field over the last 40 years in Japan, （1） the number of  authors 

whose affiliation is “university” has increased, （2） the number of  “information science” articles has gradually 

decreased, and the majority of  articles are now about “library science”, and （3） the proportion of  empirical 

research methods has increased. There were no major changes or distinctive trends in the topics discussed by 

articles. Due to the adoption of  a strict peer-review system in both journals, the number of  research articles 

decreased from the 1990s to 2000s; however, the number of  articles has increased in recent years due to the in-

crease in the number of  graduate students and the enhancement of  research grants in the LIS field.
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するための科学技術指標としては，論文数，引用

数，共著者数，研究費などがよく使われている。

計量書誌学では特に引用分析が，論文や雑誌の利

用や評価という側面から最もよく利用されてきた

方法である。これら多様な指標のほとんどは，そ

の分野で発表された論文を単位とするものであ

る。

このように論文が重視される背景には，科学の

成果や知識は，公刊されることで初めて人々に評

価されるという仕組みがある 3）。公刊され論文で

明確化されているものが，その分野の研究者に

とって重要な存在となるのである。それゆえ，そ

の分野の研究動向はその成果である論文を分析す

ることで得られると考えられる。これには多くの

分野では学術雑誌論文が該当するが，分野によっ

ては図書や学会報告ということもあり得る。

研究動向を明らかにするために論文から得られ

る項目は多様である。例えば，以下のような項目

が挙げられる。

（1）論文数：特定期間ごとに発表される論文数

を見ることで，その分野の活動の活発さが把

握できる。

（2）著者数及び著者分析：その分野における共

同研究がどれだけなされているかは，共著論

文数で近似できる。また，共著者の所属機関

の種別や国を分析することで，共同研究の特

徴，例えば単独機関内の共同研究が多いの

か，国際的共同研究がなされているのかなど

がわかる。

（3）主題，テーマ：論文の主題，扱っているト

ピック，テーマを分析することで，その分野

でどのような関心が持たれているかが把握で

きる。分析方法としては，論文に第三者機関

が付与したキーワードを使う，タイトルや全

文の用語を使った出現頻度，共語分析，論文

の人手による分類など多様に存在する。

（4）引用分析：論文がどのような論文を引用し

ているか，どのような論文によって引用され

ているかを見ることで，その分野の研究活動

ネットワークが明らかになる。また，引用数

を単純に利用数と近似するなら，その分野で

普及している，よく使われている，著名な，

あるいは人気のある論文を見つけることもで

きる。

（5）その他：論文で使われている研究方法を見

ることは，その分野の研究のアプローチの特

徴を明らかにすることになる。また，特定の

理論に基づく研究が多いのかどうかなど，当

該分野の特徴を把握するための項目は他にも

想定できる。

B. 海外の先行調査

一定期間に発表された論文を調査し，その間の

研究動向を示す研究は，図書館情報学分野におい

ても数多く行われてきた。初期には，著者と主題

が調査項目となっていたが，次第に，研究方法や

理論の使用へと分析対象は拡がっていった。

図書館情報学分野で，研究論文の内容分析によ

る研究動向調査が行われ始めたのは，1970年代

と見られる。アトキンスは，この 1970年代の文

献レビューを行っている 4）。アトキンスは，図書

館情報学分野の論文を対象として長期間にわたっ

て内容分析を行い，主題や方法の変化を示した初

期の例として，ペリが 1977年の学位論文で行っ

た 1950年から 1975年までの 900論文の調査 5）を

挙げている。

主題については，アトキンス自身が，図書館情

報学の主題を 57に区分し，1975年と 1984年を比

較している 4）。また，1990年に，ジャルベリン

らが，1985年に刊行された図書館情報学の 37誌

掲載の 833篇を 11の主題の項目に分類した 6）。

さらに，2001年には，ペティグルーらは，主題

を，比較的汎用性のある，情報組織化，情報サー

ビス，情報検索，計量書誌学，学術コミュニケー

ションなど 13の項目に分けている 7）。

ジャルベリンらは 1993年に同じ調査枠組みを

用いて，経年変化を調査した。1965年から 1985

年まで 10年毎に 40誌に掲載された研究論文 950

篇を対象に，主題や研究戦略の変化を調べてい

る。この中の研究戦略は，社会調査法や歴史研究

などを含む実証的方法の他，概念研究，数理的・

論理的研究などに分けられている 8）。
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ハイダーらは，単年度ではあるが 2005年を対

象として図書館情報学分野の 20誌に掲載された

論文 567篇に用いられている研究手法に関する調

査を行った。ジャルベリンら 8）を参考としつつ，

研究方法をデータ収集方法とデータ分析方法に分

けている 9）。

一方，図書館情報学の研究論文でどのような理

論が使われているかを最初に調査したのは，前

述のペティグルーらである。彼らは，1993年か

ら 1998年までに情報学分野の雑誌 6誌に掲載さ

れた 1,160篇で著者が取り上げている理論を調査

した。全体の三分の一の論文で理論が扱われてい

た 7）。

著者に着目した動向調査も行われている。シン

は，図書館情報学分野の 6誌，合計 7,489論文を

対象として，1）単著と共著，2）著者の所属する

国という観点から 1980年から 2008年に渡り，そ

の特徴を経年的に明らかにしている 10）。同様に

レビットらは，Web of  Scienceを用いて図書館情

報学分野の論文を対象に，引用分析から共著論文

と引用との関係性について明らかにしているが，

その結果の一部として 1976年から 2004年までの

共著の特徴を長期間に渡り明らかにしている 11）。

このように最近の図書館情報学分野の研究動向

調査では，主題，研究方法，著者数，著者の所属，

理論の使用など多数の調査項目を設定するのが一

般的となっている。またその他に，特定の国にお

ける図書館情報学研究の動向調査が行われ始めて

いる。カノは，1999年に，1977年から 1994年ま

でにスペインの図書館情報学雑誌 2誌に掲載され

た 354篇を調査している 12）。また，1965年から

1989年までのフィンランド，デンマーク，ノル

ウェー，スウェーデンのスカンジナビア諸国の図

書館情報学論文を対象とした 1996年のヴァッカ

リの調査がある 13）。

C. 日本の先行調査

日本の図書館情報学雑誌を対象とした先行調査

を第 1表に示した。

山中は，1986年に日本における図書館情報学

研究の傾向を明らかにするため，1955年から

1985年の間に刊行された国内雑誌 21誌に掲載さ

れた論文と記事から 5年おきに抽出した 1,065篇

を対象に，この期間における主題と調査研究手

法，著者の属性を調査した。主題は，情報セン

ター，情報流通，それに図書館・情報学に三分

されており，情報センターは図書館中心，情報

流通は情報学に近い。調査研究手法は，9種に分

けられている。山中は，調査研究手法としては論

述型が依然として多数を占める一方，事例報告で

は，システム開発報告が増えていると指摘してい

る。また，社会調査，ビブリオメトリックス，内

容分析など調査研究手法が多様になり，それに伴

い共同研究が増えている。そして，1980年代前

半までに徐々に情報学をテーマとする論文が増え

た 14）。

日本図書館情報学会研究委員会は，1991年か

ら 1995年に刊行された図書館情報学分野の研究

を志向した国内雑誌 26誌の掲載論文 1,773篇を

対象に，著者の所属と論文の主題を分析した結

果を 1998年に報告書として公表した。この調査

は，調査対象期間が短く，研究動向の推移ではな

く，研究者と図書館員で論文を発表する雑誌に違

いがあるか，主題による雑誌の位置づけなどが異

なるかといったことに焦点が当てられている。最

後に，図書館情報学分野の研究は，様々な主題へ

分散する傾向があると述べている 15）。

三輪らは，2003年に Library and Information 

Science，『日本図書館情報学会誌』（『図書館学会

年報』を含む）に 1991年から 2000年の 10年間

に掲載された査読付き研究論文 170篇を対象に，

第一著者の属性，主題，理論の扱い方と研究手法

の動向を把握するための内容分析の結果を口頭発

表している。雑誌別の集計は行われているが，

経年変化は示されていない。理論の扱い方につ

いてが中心であり，調査対象 138篇のうち，理論

やモデルの記載があったのは 48篇であった。ま

た，出現した 38種の理論とモデルが示されてい

る 16）。

谷口らの 2010年の調査は，日本の図書館情報

学研究の現状を明らかにすることを目的としてい

る。この調査は，国内雑誌に掲載された論文の調
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第 1表 日本の先行調査のまとめ

山中忠 14）

日本図書館

情報学会

研究委員会 15）

三輪眞木子，

神門典子 16）

谷口祥一，

辻慶太，

芳鐘冬樹 17）

発表年 1986 1998 2003 2010

調査期間 1955–1985 1991–1995 1991–2000 1991–2006

年数 30年間 8時点 5年間 10年間 15年間

インターバル 5年おき 毎年 毎年 毎年

対象誌数 21誌 26誌 2誌 24誌

対象論文数 1,065篇 1,773篇 170篇 4,561篇

調査項目

著者の所属 ○ ○ ○
著者数 ○ ○
主題 ○ ○ ○ ○
研究方法 ○ ○
理論の利用 ○

調査対象誌

アートドキュメンテーション研究 ○ ○
医学図書館 ○ ○ ○
オンライン検索 ○ ○
科学技術文献サービス ○
学術情報センター紀要＊ ○ ○
現代の図書館 ○ ○ ○
参考書誌研究 ○
情報管理 ○ ○ ○
書誌索引展望 ○ ○
私立大学図書館協会会報 ○
整理技術研究＊＊ ○ ○
専門図書館 ○
大学図書館研究 ○ ○ ○
短期大学図書館研究 ○ ○
中部図書館学会誌 ○ ○ ○
TP&Dフォーラム ○ ○
同志社大学図書館学年報 ○ ○
読書科学 ○ ○
ドクメンテーション研究＊＊＊ ○ ○ ○
図書館界 ○ ○ ○
図書館学 ○ ○
図書館学会年報＊＊＊＊ ○ ○ ○ ○
図書館研究シリーズ ○ ○
図書館史研究＊＊＊＊＊ ○ ○
図書館情報大学研究報告＊＊＊＊＊ ○ ○ ○
図書館短期大学紀要 ○
図書館評論 ○ ○
日仏図書館研究 ○ ○
びぶろす ○
薬学図書館 ○ ○
Library and Information Science ○ ○ ○ ○
論集・図書館学研究の歩み＊＊＊＊＊＊ ○ ○
早稲田大学図書館紀要 ○

＊ 学術情報センター紀要→ NII ジャーナル→ NII journal→ Progress in informatics
＊＊ 整理技術研究→資料組織化研究
＊＊＊ ドクメンテーション研究→情報の科学と技術
＊＊＊＊ 図書館学会年報→日本図書館情報学会誌
＊＊＊＊＊ 図書館史研究→図書館文化史研究
＊＊＊＊＊＊ 図書館情報大学研究報告→図書館情報メディア研究
＊＊＊＊＊＊ 論集・図書館学研究の歩み→論集・図書館情報学研究の歩み→シリーズ図書館情報学のフロンティア
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査と，国内機関に属する著者が海外の雑誌に発表

した論文の調査，それに科学研究費助成金データ

ベースを用いた図書館情報学における研究プロ

ジェクトの調査を行っている。国内雑誌に掲載さ

れた論文の調査の方法は，おおむね日本図書館情

報学会研究委員会の調査方法を踏襲し，調査期

間を 1991年から 2006年までに拡大したものであ

る。1991年から 2006年までに論文数や一論文当

たりの著者数に大きな変化はないことと，主題で

は，図書館情報学文献目録データベースの分類の

中の「図書館・情報センター」に該当するものが

全期間を通じて最多であることが報告されてい

る 17）。

D. 研究の目的

本研究は，日本の図書館情報学の研究が本格的

に始まってから現在にいたるまでの 40年間の研

究動向を論文数，著者，主題，研究方法，理論の

使用の分析を通じて明らかにすることを目的とす

る。

日本の図書館情報学を対象とした先行調査で

は，日本図書館情報学会研究委員会の調査 15）（5

年間）や三輪ら 16）（10年間）のように，調査期

間が短いものがある。これらは，研究動向の変化

を調べることは主眼としていないと見られる。研

究動向の変化を明らかにするためには，長い期間

の調査を必要とする。

一方，山中 14），日本図書館情報学会研究委員

会 15），谷口ら 17）の調査は対象雑誌数が多い。対

象雑誌の種類は様々で，機関誌，紀要，広報誌な

どが含まれており，これらには研究論文だけでな

く，依頼により執筆された報告や記事が多数含ま

れている。依頼記事や特集記事などは，その時々

の関心を表しているだろうが，企画担当者によっ

て依頼内容や特集の内容が左右される。こうした

記事も対象とすることにより日本の図書館や情報

サービスの大きな動向を捉えることにはなるだろ

うが，それは図書館情報学研究の動向とは言えな

い。他方，投稿された研究論文は，著者の研究主

題や研究方法への関心を強く表しているとみなす

ことができる。

研究論文をそれ以外の論文や記事と峻別する

ことは，海外の調査でも前提となりつつある。

結果として最近の研究では，調査対象は投稿論

文を掲載する雑誌，Journal Citation Reports収録

誌，あるいは査読制度のある雑誌に次第に限定

されるようになってきた。その背後に，学術雑

誌への査読制度の浸透がある。他の人文社会科

学分野と同じく，図書館情報学の学術雑誌が，

査読のなされた投稿論文のみで構成されるよ

うになるのは，比較的新しいことである。例え

ば，Journal of  the American Society for Information 

Science and Technologyは，2003年まで依頼記事を

含んだ特集が企画されていた。また，Journal of  

Documentationにおいても 2001年に特集号があっ

た。しかし，近年は，査読制度を徹底させること

により，特集は企画されなくなり，投稿論文と依

頼記事を混載する状態は解消され，掲載論文は全

て投稿論文となっている。

投稿された研究論文は，研究動向の内容分析対

象として妥当であろう。したがって，投稿論文を

中心に掲載する雑誌を調査対象とする。

最後は，調査項目であるが，近年の論文による

研究動向調査は，著者，主題，研究方法，理論の

使用といった多様な項目を調査することが主流と

なっているので，これにならう必要がある。

なお，調査結果の分析のために，40年間にわ

たる図書館情報学分野の研究論文の動向として以

下のような仮説を設けた。

（1）研究論文数は増加している。

（2）一論文当たりのページ数は増加している。

（3）著者は，図書館員が減り，大学教員が増加

している。

（4）共著論文が増加している。

（5）異なる機関に属する著者の共著論文が増加

している。

（6）「図書館学」に比較して「情報学」の論文

が増加している。

（7）実証的方法を採用する論文が増加してい

る。

（8）実証的方法におけるデータ収集，分析方法

は多様化している。
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（9）理論を使用した論文は増加している。

（1），（2），（4），（5），（7）は，図書館情報学に

限らず多くの社会科学の分野の研究動向としても

共通して指摘されている点である。しかし，日本

の図書館情報学に関しては，先行調査によれば，

一貫して増加しているわけではなく変化が見ら

れない時期も存在している 14），17）。（3），（6），（8）

は，山中の 30年間の調査 14）で見られた傾向であ

る。（9）については三輪らの調査 16）では，理論

を用いた研究が 3割ほどあったと報告されてい

る。

II. 日本の図書館情報学研究の動向調査

A. 調査対象

1. 調査対象雑誌

日本には数十の図書館情報学分野の雑誌があ

り，様々なタイプの記事を掲載しつつ，投稿に

対し，審査を行っている雑誌も多い。しかし，

その中で明確に査読制度を導入し，投稿論文の

みを掲載している学術雑誌としては，Library and 

Information Scienceと『図書館学会年報』及びそ

の継続誌である『日本図書館情報学会誌』しかな

い。

三田図書館・情報学会刊行の Library and 

Information Scienceは，紀要として出発したが，

査読制度を導入することにより，学術雑誌と認

められるようになった。同誌は，2010年の Social 

Science Citation Indexに収録されている日本の雑

誌 8誌のうちの一誌であり，ブレシンガーらの

行った 1994年から 2004年の図書館学分野の論文

の主題や引用の調査の調査対象誌 10誌に含まれ

ている 18）。またハイダーの調査でも調査対象の

20誌に含まれている 9）。

日本図書館学会から刊行されていた『図書館学

会年報』は，同学会が学会名を日本図書館情報学

会と名称変更した際に『日本図書館情報学会誌』

と誌名変更した。基本的に投稿論文を掲載してき

たが，依頼記事からなる特集が組まれたことが何

回かある。現在は，学会記事と書評以外は，投稿

論文のみが掲載される査読制度のある学術雑誌で

ある。なお，以下では，分ける必要のない場合に

は『日本図書館情報学会誌』と呼ぶ。本調査で

は，Library and Information Science及び『図書館

学会年報』（『日本図書館情報学会誌』）を調査対

象とした。

2. 調査対象期間

特定の分野における研究の時系列的な研究動向

を見るためには，長い期間を調査対象とする必要

がある。そこで，図書館情報学という名称が使わ

れ始めた 1970年から 2009年までの 40年間に掲

載された全論文を調査対象とした。この期間に刊

行された記事は，Library and Information Science

が 516篇，『図書館学会年報』が 571篇，『日本

図書館情報学会誌』が 159篇，全体で 1,246篇で

あった。調査用の書誌データは，国立国会図書館

が提供している『雑誌記事索引』から取得し，重

複を除き，欠落しているものを追加するなどして

使用した。

3. 調査対象論文

雑誌は，刊行している間に編集方針や掲載内容

が変わるのが通常である。このように調査期間を

長くとると，雑誌編集方針の変化の影響を強く受

けることになる。そのため，現在の時点で共通理

解となっている研究論文の定義を過去 40年間の

論文にあてはめて，調査対象論文を選択するのは

妥当ではない。そこで，全掲載記事を個別に検討

し，それぞれの時期において，各雑誌で研究論文

と見なされていた掲載記事を調査対象として選択

した。原著論文，レビュー論文，短報，研究ノー

トを調査対象とし，特集に含まれる依頼記事，書

評，会議録，対談などは除いた。その結果，調査

対象となった研究論文は，Library and Information 

Scienceは 383篇，『日本図書館情報学会誌』は

443篇で，全体で 826篇となった（第 2表）。

B. 調査項目

調査対象の研究論文について，先行調査に基づ

き①著者の属性，②論文の主題，③研究方法，④

理論の使用の有無を調査項目とした。



論文から見た日本の図書館情報学研究の動向

 ― 134 ―

1. 著者の属性

調査対象論文の第一著者の所属機関，第一著者

の就いている職，著者の人数を調査した。共著論

文は，共著者数を記録し，第一著者に対してその

他の著者の所属機関が，同じであるか，別である

かについても調査した。

所属機関の種類は，「大学」，「研究所」，「図書

館」，「企業」，「その他」の五つに分類して調査を

行った。大学図書館に所属する著者については，

所属に「図書館」という部門が明示されている場

合と大学名までしか記載されていない場合とが混

在し，両者を完全に分離できないため，「図書館」

ではなく「大学」に分類した。著者の就いている

職は，「教員」，「学生・院生」，「図書館員」，「そ

の他」と四つに分けた。

2. 主題

主題には，ペティグルーらの調査 7）で使用さ

れている分類を一部修正して用いた。ペティグ

ルーらの分類に，「メディア」を加え，「情報学／

その他」を「情報学」と「その他」に分けた。

その結果，ペティグルーらの 13分類を本研究で

は 15分類として使用することとした。なお，「教

育と教授法」には養成だけでなく研修も含めてい

る。さらに，これらを大きく「図書館学」群，

「情報学」群，「その他」にまとめて分析した（第

3表）。「図書館学」群は，「情報組織化」，「情報

政策」，「図書館サービス」，「管理」，「歴史」，「教

育と教授法」の六つの主題とした。「情報学」群

は，「情報検索」，「情報技術」，「ヒューマン・コ

ンピュータ・インターフェイス／インターフェイ

ス設計（HCI）」，「計量書誌学」，「学術コミュニ

ケーションと学術出版」，「情報利用行動」，「メ

ディア」，そして「情報学全般」の八つの主題と

した。

3. 研究方法

研究方法は，二段階に分けて分析した。最初

に，研究の大まかなアプローチを「研究戦略」と

して区分した。この「研究戦略」の区分には，

ジャルベリンらが設定した実証的研究，概念研

究，数理的・論理的研究，システム／ソフトウェ

ア分析／設計，文献レビュー，その他の六つの分

類 8）をそのまま用いた。

これらの分類のうち，「実証的研究」に分類さ

れた論文に対してのみ，「データ収集」と「デー

タ分析」の分類を行った。「データ収集」と

「データ分析」は，ジャルベリンら 8），パウエ

ル 19），三輪ら 16），ケース 20）を参考に設定した。

「データ収集」の方法は 17種を設定した。なお，

質問紙法は，従来の印刷用紙を用いる方法と電子

メール調査，ウェブ調査などの方法とを区分し

た。

「データ分析」は，大きく量的分析，質的分析，

複合的分析，その他の四つに分けた。量的分析に

は，記述統計，統計解析，多変量解析，ネットワー

第 2表 年代別記事数及び調査対象論文数

Library and Information 

Science

図書館学会年報
合計

日本図書館情報学会誌

篇数 除外後 篇数 除外後 篇数 除外後

1970–1974 74 65 88 45 162 110

1975–1979 132 65 105 59 237 124

1980–1984 91 66 124 65 215 131

1985–1989 64 62 102 65 166 127

1990–1994 48 36 79 58 127 94

1995–1999 35 30 73 52 108 82

2000–2004 29 19 80 45 109 64

2005–2009 43 40 79 54 122 94

全体 516 383 730 443 1,246 826
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ク分析があり，質的分析は，質的分析全般とグラ

ウンデッドセオリーが含まれる。複合的分析は，

量的分析と質的分析の両方を用いるものである。

上記に該当しないものは，その他とした。

デルファイ法，メタ分析，エスノグラフィー，

歴史資料分析は，データ収集とデータ分析が一体

化しているので，「一体型」として別に扱った。

4. 理論の使用

最後に，理論の使用について調査した。ペティ

グルーらの調査 7）　にならい，論文中において著

者により理論と明記されているもの，あるいは研

究の基礎として理論が引用されている論文を，理

論を使用している研究とした。

5. コーディング作業

以上の調査の手順を，第 1図にまとめた。調査

対象論文のコーディングは，著者 6名が分担して

行った。調査項目の各分類カテゴリを確定した

後，同じ論文を対象として全員でコーディング実

験を行い，調査項目とその分類カテゴリの解釈が

一致するよう努めた。次に，対象論文群から 200

篇を抽出し，分担してコーディング作業を行っ

た。この結果を確認し，口頭発表した 21）。その

後，全対象論文の悉皆調査を行った。

III. 日本の図書館情報学論文の
1970年から 2009年までの変化

前述のように調査対象期間は，1970年から

第 3表　主題の分類

ペティグルーら 7） 本研究

主題 群 主題 具体例

Indexing

図書館学

情報組織化
索引，抄録，目録，分類などに関する研究（自
動分類，自動索引は「情報検索」）

Info. policy 情報政策 情報政策，法律などに関する研究

Library services 図書館サービス
サービス，プログラムの設計と配信に関する研
究。電子図書館サービスや利用者教育も含む

Management 管理 人的資源，会計，計画などに関する研究

History 歴史
第二次世界大戦以前の，図書館および図書館に
関わるひとの歴史に関する研究

Education 教育と教授法 図書館員への教育に関する研究

Info. retrieval

情報学

情報検索
システム・手法の提案を中心として，データ・
情報を見つけるための方法に関する研究

Info. technology 情報技術
WWW，CD-ROM，GIS，システムなどに関する
研究を含む

HCI HCI
OPAC・システムなどで人とシステムの接点に関
する部分の設計に関する研究を含む

Bibliometrics 計量書誌学
扱っている領域ではなく，研究の形式によって
分類

Scholarly Communication
学術コミュニケーション
と学術出版

学術出版，研究者による情報メディアの利用に
関する研究

Human info. behavior 情報利用行動 情報利用，情報行動に関する研究

メディア
資料，出版，出版史，書誌学，読書に関する研
究を含む

General IS/other 情報学全般

その他
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2009年までの 40年間であるが，調査結果は 5年

ごとに集計して示す。また，比較が必要な場合を

除いて Library and Information Scienceと『日本図

書館情報学会誌』を合わせて集計している。

A. 掲載論文数とページ数

1. 掲載論文数

掲載論文数の推移は，II章の第 2表に示してい

る。1970年から 1984年までの論文数は増加して

いるが，1990年から 2004年までは減少し，2005

年以後は増加している。学術雑誌以外に掲載さ

れた雑誌記事も含む谷口らの調査 17）においても

1991年から 2006年までの論文数には増加傾向は

見られなかった。

一般に特定分野の学術論文数は増加すると考え

られている。特に，長い期間では，増加する傾向

が見られてよいはずであるが，図書館情報学では

異なった傾向を示した。この現象については，IV

章で検討する。

第 1図　調査の作業手順
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2. 一論文当たりのページ数

一論文当たりのページ数については，雑誌によ

り一ページ当たりの文字数は異なり，また，論

文の長さに関する両雑誌の方針は異なるため，

Library and Information Scienceと『日本図書館情

報学会誌』を分けて示した（第 2図）。両誌と

も，途中で一ページ当たりの文字数が多少変化し

ていることを考慮しても，一論文当たりのペー

ジ数は増加していると言える。この 40年間に平

均ページ数は，Library and Information Scienceは

13.4ページから 24.6ページに，『日本図書館情報

学会誌』は 5.9ページから 16.9ページへと増えて

いる。

このような論文の長大化は，論文の叙述形式の

変化もあるが，直接には図書館情報学研究の内容

の変化の反映と考えられる。図書館情報学研究の

全体の傾向としては，研究が大規模にまた複雑に

なっていった。それに伴い，研究成果の発表とな

る論文では，研究の意義や目的，背景や先行調査

の詳細な説明が必要になり，研究成果の根拠とな

るデータをできるだけ多く示そうとする姿勢が強

まったと考えられる。

B. 著者の属性

1. 第一著者の所属機関

第一著者の所属機関の調査結果を第 4表に示し

た。全期間を通して第一著者の所属機関は「大

学」が最も多く，対象論文 826篇のうち 638篇

（77.2%）が，「大学」だった。また，全体とし

て，この 40年間に，大学に所属する第一著者が

増加していく傾向が見られる。1980年代に「大

学」の割合は 69.5%から 85.0%と大幅に上昇し，

この年代に変化があったと考えられる。第一著者

の所属機関が「図書館」である論文は，1970年

から 1974年は 19.1%（21篇），1975年から 1979

年は 19.4%（24篇），1980年から 1984年は 13.0%

（17篇）と，1980年代前半までは「大学」に次い

で最も多かったが，1980年代後半からは急激に

減少している。第一著者の所属機関が「企業」で

あった論文は，1970年から 1975年から徐々に減

少し，所属なしを中心とした「その他」ととも

に，2000年代にはなくなっている。

つまり，論文発表から見るかぎり図書館情報学

の研究の主体は，大学，図書館，企業などに分散

している状態から大学中心へと明確に推移してき

た。背後に，大学における研究環境の整備の進展

とそれ以外の機関における研究環境の悪化が指摘

できようが，ここでは検討しない。

2. 第一著者の職業

論文の第一著者は，全期間を通じて，「教員」

が約 45%，「図書館員」が約 25%，そして「学

第 2図　論文当たりページ数の推移
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生・院生」は約 20%であり，この三者で図書館

情報学研究が担われてきた（第 5表）。1970年代

から 1980年代前半までは，「教員」と「図書館

員」が共に全体の 4割程度を占めていたが，やは

り 1980年代に転換が起こり，「図書館員」による

論文数が減少し始め，それに代わって「学生・院

生」による論文が次第に増加してきている。特に

2000年からは「学生・院生」による論文が急激

に増え，2000年から 2004年には 31.3%（20篇），

2005年から 2009年には 38.3%（36篇）と，全体

の 3割以上を占めるようになっている。

第一著者の所属機関の「大学」の中には，大学

教員，学生と院生，それに大学図書館員が含まれ

ている。「大学」が中心となってきたのは，大学

教員の発表論文数に近づきつつある学生と院生に

よる論文数の増加が大きく影響している。

日本の図書館情報学分野の大学教員の論文生産

性を調査した三根らは，1990年から 2003年の 14

年間では，対照群である他の分野教員に比べて，

図書館情報学分野の大学教員の論文生産性は高

く，また，査読制度のある雑誌の執筆者の割合も

多いことを明らかにしている 22）。なお，ここで

は，学部学生と大学院生を区別していないが，実

際は大学院生が中心である。図書館情報学におけ

る大学院生の状況については，IV章で論じる。

3. 単著論文と共著論文の割合，一論文当たりの

平均著者数

単著と共著の変化を第 6表に示し，一論文当た

りの平均著者数の推移を第 3図に示した。全期間

を通じ，単著論文が 8割強を占めている。しか

しながら 1980年代前半と 2005年以降に関しての

み，共著の割合が 32.8%と 25.5%，平均著者数が

1.6と 1.62となり，前後の期間と比べて多くなっ

第 4表 第一著者の所属機関

大学 研究所 図書館 企業 その他 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 66 60.0% 4 3.6% 21 19.1% 10 9.1% 9 8.2% 110 100.0%

1975–1979 79 63.7% 3 2.4% 24 19.4% 5 4.0% 13 10.5% 124 100.0%

1980–1984 91 69.5% 5 3.8% 17 13.0% 5 3.8% 13 9.9% 131 100.0%

1985–1989 108 85.0% 4 3.1% 7 5.5% 2 1.6% 6 4.7% 127 100.0%

1990–1994 82 87.2% 3 3.2% 7 7.4% 1 1.1% 1 1.1% 94 100.0%

1995–1999 72 87.8% 1 1.2% 5 6.1% 1 1.2% 3 3.7% 82 100.0%

2000–2004 55 85.9% 2 3.1% 7 10.9% 0 0.0% 0 0.0% 64 100.0%

2005–2009 85 90.4% 2 2.1% 7 7.4% 0 0.0% 0 0.0% 94 100.0%

全体 638 77.2% 24 2.9% 95 11.5% 24 2.9% 45 5.4% 826 100.0%

第 5表 第一著者の職業

教員 学生・院生 図書館員 その他 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 45 40.9% 3 2.7% 40 36.4% 22 20.0% 110 100.0%

1975–1979 49 39.5% 12 9.7% 45 36.3% 18 14.5% 124 100.0%

1980–1984 48 36.6% 22 16.8% 46 35.1% 15 11.5% 131 100.0%

1985–1989 58 45.7% 35 27.6% 27 21.3% 7 5.5% 127 100.0%

1990–1994 48 51.1% 26 27.7% 15 16.0% 5 5.3% 94 100.0%

1995–1999 49 59.8% 19 23.2% 10 12.2% 4 4.9% 82 100.0%

2000–2004 31 48.4% 20 31.3% 10 15.6% 3 4.7% 64 100.0%

2005–2009 43 45.7% 36 38.3% 13 13.8% 2 2.1% 94 100.0%

全体 371 44.9% 173 20.9% 206 24.9% 76 9.2% 826 100.0%
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ている。これは，この時期に教員と大学院生によ

る共著が増加したことに起因しているが長くは続

かなかった。

一論文あたりの平均著者数については，1980

年代前半と 2005年以後を除き，ほとんど変化は

見られない。つまり，全体として単著論文が中心

であり，日本の図書館情報学研究では，特定の時

期を除き，共同研究が増加したとは言えない。個

人の研究を単著論文として発表する形が主流と

なっている。

共著論文の各著者の所属機関が同一か，別かを

調査した結果を第 7表に示した。これは，大学教

員とその指導する学生や院生による共著論文を除

いた，所属機関を超えた拡がりを持つ共同研究が

どれほどあるかを明らかにするために調べたもの

である。異なる機関の著者による共著論文の割合

は，1970年代と 1980年代後半を除いていずれも

同機関の共著論文よりも割合が多くなっている。

しかし，共著論文数は，全期間を通じて 145篇と

少ないため，1980年代の後半で大きく減少する

など，わずかな変化が全体の割合に大きく影響し

てしまい，明確な傾向は読み取りにくい。

C. 主題

論文で扱われている主題について，まず，「図

書館学」群と「情報学」群とに大別した結果を第

8表に示した。全体として，「図書館学」505篇

に対し，「情報学」307篇であり，情報学は 4割

に達していない。全期間を通じ，「図書館学」が

「情報学」を上回っている。1970年代から 1980年

代までは，「情報学」が伸長していくが，1990年

代から 2000年代前半にかけては，逆に「図書館

第 6表 単著と共著

単著 共著 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 104 94.5% 6 5.5% 110 100.0%

1975–1979 113 91.1% 11 8.9% 124 100.0%

1980–1984 88 67.2% 43 32.8% 131 100.0%

1985–1989 103 81.1% 24 18.9% 127 100.0%

1990–1994 78 83.0% 16 17.0% 94 100.0%

1995–1999 69 84.1% 13 15.9% 82 100.0%

2000–2004 56 87.5% 8 12.5% 64 100.0%

2005–2009 70 74.5% 24 25.5% 94 100.0%

全体 681 82.4% 145 17.6% 826 100.0%

第 3図　一論文当たりの平均著者数
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学」の割合が増えていく。2000年代後半に「情

報学」が増加しているがこの傾向が続くかどうか

はまだわからない。つまり，1980年代までは，

図書館情報学研究は，「図書館学」から「情報学」

に移っていく傾向が見られたが，それ以後は，ま

た「図書館学」が優勢となり，現在では再度「情

報学」への動きがある。

「その他」以外の主題を細分化した結果を第 9

表に示した。さらに，これらを「図書館学」と

「情報学」に分けて第 4図と第 5図に示した。第

4図と第 5図のグラフ中の棒は各期間における

「図書館学」群（第 4図）と「情報学」群（第 5

図）の論文の総数を示しており，その中を群に属

する主題ごとの件数と全体に占める割合を示して

いる。「図書館学」群においては，「図書館サービ

ス」（188篇，22.8%），「歴史」（103篇，12.5%），

「情報組織化」（92篇，11.1%）の論文数が多い。

「歴史」に関しては，1980年代前半から後半にか

けて数値が大きく変化していることを除き，全体

として一定の割合を示している。一方，「図書館

サービス」は，1970年代から 2000年代まで徐々

に増加しているのに対し，「情報組織化」は，減

少傾向を示している。

「情報学」群では，「学術コミュニケーションと

学術出版」（83篇，10.0%）や「情報検索」（64篇，

7.7%），「メディア」（61篇，7.4%）が比較的多

い。「学術コミュニケーションと学術出版」は，

1970年代後半から 1980年代に論文数が多く，ま

た全体に占める割合も高かったが，この傾向は持

続することはなかった。「メディア」は，1980年

代と 2005年以降に関してのみ他の年代と比べて

数値が大きい。「情報検索」に関しては，1970年

代前半から後半にかけて篇数が減少したことを除

き，一定の割合を示している。

第 7表 共著論文の著者の所属機関の違い

同機関 異機関 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 4 66.7% 2 33.3% 6 100.0%

1975–1979 5 45.5% 6 54.5% 11 100.0%

1980–1984 14 32.6% 29 67.4% 43 100.0%

1985–1989 16 66.7% 8 33.3% 24 100.0%

1990–1994 2 12.5% 14 87.5% 16 100.0%

1995–1999 5 38.5% 8 61.5% 13 100.0%

2000–2004 3 37.5% 5 62.5% 8 100.0%

2005–2009 6 25.0% 18 75.0% 24 100.0%

全体 55 37.9% 90 62.1% 145 100.0%

第 8表　主題：「図書館学」群と「情報学」群

図書館学 情報学 その他 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 75 68.2% 32 29.1% 3 2.7% 110 100.0%

1975–1979 86 69.4% 36 29.0% 2 1.6% 124 100.0%

1980–1984 66 50.4% 63 48.1% 2 1.5% 131 100.0%

1985–1989 65 51.2% 59 46.5% 3 2.4% 127 100.0%

1990–1994 54 57.4% 39 41.5% 1 1.1% 94 100.0%

1995–1999 54 65.9% 28 34.1% 0 0.0% 82 100.0%

2000–2004 45 70.3% 18 28.1% 1 1.6% 64 100.0%

2005–2009 60 63.8% 32 34.0% 2 2.1% 94 100.0%

全体 505 61.1% 307 37.2% 14 1.7% 826 100.0%



Library and Information Science No. 66 2011

 ― 141 ―

第 9表 主題：細分

「図書館学」群
組織化 政策 サービス 管理 歴史 教育 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数

1970–1974 18 16.8% 2 1.9% 16 15.0% 12 11.2% 14 12.7% 13 12.1% 75

1975–1979 14 11.5% 4 3.3% 36 29.5% 10 8.2% 17 13.7% 5 4.1% 86

1980–1984 17 13.2% 5 3.9% 22 17.1% 11 8.5% 9 6.9% 2 1.6% 66

1985–1989 8 6.5% 2 1.6% 24 19.4% 3 2.4% 26 20.5% 2 1.6% 65

1990–1994 11 11.8% 5 5.4% 16 17.2% 5 5.4% 12 12.8% 5 5.4% 54

1995–1999 11 13.4% 3 3.7% 22 26.8% 5 6.1% 10 12.2% 3 3.7% 54

2000–2004 6 9.5% 2 3.2% 22 34.9% 4 6.3% 8 12.5% 3 4.8% 45

2005–2009 7 7.6% 4 4.3% 30 32.6% 9 9.8% 7 7.4% 3 3.3% 60

全体 92 11.3% 27 3.3% 188 23.2% 59 7.3% 103 12.5% 36 4.4% 505

「情報学」群
検索 技術 HCI 計量 学術 メディア 情報利用 情報学 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数

1970–1974 14 13.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 1.9% 8 7.5% 6 5.6% 0 0.0% 2 1.9% 32

1975–1979 4 3.3% 1 0.8% 0 0.0% 3 2.5% 14 11.5% 5 4.1% 3 2.4% 6 4.9% 33

1980–1984 6 4.7% 1 0.8% 3 2.3% 9 7.0% 20 15.5% 13 10.1% 6 4.6% 5 3.9% 57

1985–1989 6 4.8% 1 0.8% 1 0.8% 7 5.6% 23 18.5% 13 10.5% 4 3.1% 4 3.2% 55

1990–1994 10 10.8% 1 1.1% 1 1.1% 3 3.2% 7 7.5% 5 5.4% 8 8.5% 4 4.3% 31

1995–1999 11 13.4% 0 0.0% 1 1.2% 3 3.7% 2 2.4% 4 4.9% 3 3.7% 4 4.9% 25

2000–2004 7 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.2% 1 1.6% 4 6.3% 3 4.7% 1 1.6% 15

2005–2009 6 6.5% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.1% 8 8.7% 11 12.0% 5 5.3% 1 1.1% 27

全体 64 7.9% 4 0.5% 6 0.7% 30 3.7% 83 10.2% 61 7.5% 32 3.9% 27 3.3% 275

第 4図　主題：「図書館学」群
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図書館情報学の研究の主題は，「図書館学」群

では，「図書館サービス」の増大と，「情報組織化」

の減少という傾向があるが，「歴史」に関しては

一定している。「情報学」群では，「学術コミュニ

ケーションと学術出版」が一時期増大したが，残

りは年代による増減はあるが一定の傾向は読み取

れない。

D. 研究方法

1. 研究戦略

研究戦略は，全体としては，データの収集分

析の過程のある「実証的研究」，（464篇，56.2%）

と論述中心の「概念研究」（277篇，33.5%）で大

半を占める（第 10表）。1970年代前半は，「概念

研究」が「実証的研究」を上回っていたが，1980

年代から「実証的研究」が中心となったと言え

る。1990年代に減少するものの，「実証的研究」

の割合はその後も増加している。また，1990年

代には，一時的に「数理的・論理的研究」が増え

たが，その後は元にもどっている。「システム／

ソフトウェア分析／設計」，「文献レビュー」，「そ

の他」はいずれも 2%前後と非常に少ない割合で

ある。

2. 収集方法

「研究戦略」が「実証的研究」である 464篇を

対象として，データ収集方法とデータ分析方法を

調査した。「実証的研究」は，第 1図に示したよ

うに，大きく，データ収集とデータ分析の過程が

一つである「一体型」と，データ収集とデータ分

析の二つの過程から構成される場合とに分けてい

る。

「一体型」は，全体で 79篇（17.0%）であった

（第 11表）が，その大多数は歴史資料分析（78

篇，99.7%）であり，残りはデルファイ法を用い

た論文 1篇である。歴史資料分析がほぼ全期間を

通じて 2割程度あったことは，日本の図書館情報

学研究の特徴の一つと言えよう。メタ分析やエス

ノグラフィーを用いた事例はなかった。なお，メ

タ分析は「エビデンス・ベースト・ライブラリア

ンシップ」（EBL）の代表的な方法であるが，こ

れは，日本ばかりでなく図書館情報学研究一般で

第 5図　主題：「情報学」群
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例が少なく，適用しにくい方法であることが指摘

されている 23）。

データ収集方法は，全体としては「質問紙

法」（80篇，20.8%），「記録物の計数」（63篇，

16.4%），「二次分析」（45篇，11.7%）が上位を

占めている（第 12表）。「質問紙法」のほとんど

は，郵送など従来の方法を用いており，メール

調査やインターネット調査は 2篇だった。ログ分

析，思考発話法，会話分析を使った論文は 1篇も

なく，フィールド実験や観察，日記法などの事例

もほとんどない。

上位を占める「質問紙法」と「二次分析」は，

年代によって数値の増減は激しいが，そこから一

定の傾向を見出すことはできなかった。一方，

「記録物の計数」と「引用分析」は，1980年代に

よく使用されていた。

データ収集方法は，「記録物の計数」と「引用

分析」のように一時期によく使われた方法が見ら

れるものの，大きな変化はなかった。また，最近

になってデータ収集方法が多様化してもいない。

ただし，複数の方法を使う「複合」に当たる研究

が増加傾向にはあるので，この傾向が続くのであ

れば，データ収集が多様化したわけではないが，

複雑化してきているとは言えるかもしれない。

3. 分析方法

分析方法は，「量的分析」と「質的分析」，そ

れに両方を用いた「複合的分析」，「その他」に分

類している（第 13表）。全体として，「量的分析」

（297篇，77.1%）が多数を占めており，「質的分析」

（31篇，8.1%）は少数である。ただ，1980年代以

降に使われるようになった「質的分析」は，2005

年以後は著しく増えており，今後もこの傾向が続

くなら分析方法の多様化と言えるであろう。

分析方法は，実証的方法の場合，40年間を通

じて量的分析が中心である。

第 10表 研究戦略

実証 概念 数理・論理 分析 /設計 レビュー その他 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 32 29.1% 65 59.1% 1 0.9% 3 2.7% 1 0.9% 8 7.3% 110 100.0%

1975–1979 60 48.4% 53 42.7% 3 2.4% 4 3.2% 1 0.8% 3 2.4% 124 100.0%

1980–1984 87 66.4% 34 26.0% 2 1.5% 5 3.8% 3 2.3% 0 0.0% 131 100.0%

1985–1989 85 66.9% 32 25.2% 6 4.7% 2 1.6% 1 0.8% 1 0.8% 127 100.0%

1990–1994 52 55.3% 30 31.9% 6 6.4% 3 3.2% 2 2.1% 1 1.1% 94 100.0%

1995–1999 35 42.7% 29 35.4% 11 13.4% 1 1.2% 5 6.1% 1 1.2% 82 100.0%

2000–2004 41 64.1% 17 26.6% 3 4.7% 0 0.0% 3 4.7% 0 0.0% 64 100.0%

2005–2009 72 76.6% 17 18.1% 4 4.3% 0 0.0% 1 1.1% 0 0.0% 94 100.0%

全体 464 56.2% 277 33.5% 36 4.4% 18 2.2% 17 2.1% 14 1.7% 826 100.1%

第 11表 実証的研究の分類

一体型 収集／分析 実証的研究

篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 8 25.0% 24 75.0% 32 100.0%

1975–1979 12 20.0% 48 80.0% 60 100.0%

1980–1984 7 8.0% 80 92.0% 87 100.0%

1985–1989 21 24.7% 64 75.3% 85 100.0%

1990–1994 11 21.2% 41 78.8% 52 100.0%

1995–1999 5 14.3% 30 85.7% 35 100.0%

2000–2004 11 26.8% 30 73.2% 41 100.0%

2005–2009 4 5.6% 68 94.4% 72 100.0%

全体 79 17.0% 385 83.0% 464 100.0%
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4. 理論の使用

理論を使用していたのは，全体で 27篇，3.3%

だった（第 14表）。同じ雑誌を調査した三輪

ら 16）は，1991年から 2000年の 10年間に理論を

用いた論文が 48篇あったとしているが，本調査

では 1990年から 1999年までの間に理論を用いて

いると判断できた論文は，11篇であった。本研

究と三輪らの研究では，何を「理論」とするのか

の判断基準が異なったため，結果が異なったと推

定される。ただし，三輪らでの「理論」の判断基

準は具体的にはわからないため，どうしてこのよ

うに大きな違いになったのかの理由はわからな

い。理論の使用については 1990年代後半に多少

増加していた他には，大きな変化は見られない。

第 12表 データ収集方法

質問紙法 内容分析 引用分析 計数 ログ分析 二次分析 事例分析
実験室型

実験

フィールド

実験

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 3 12.5% 3 12.5% 0 0.0% 2 8.3% 0 0.0% 3 12.5% 3 12.5% 5 20.8% 1 4.2%

1975–1979 13 27.1% 3 6.3% 2 4.2% 6 12.5% 0 0.0% 10 20.8% 2 4.2% 2 4.2% 0 0.0%

1980–1984 19 23.8% 4 5.0% 10 12.5% 20 25.0% 0 0.0% 9 11.3% 7 8.8% 2 2.5% 1 1.3%

1985–1989 5 7.8% 3 4.7% 6 9.4% 17 26.6% 0 0.0% 8 12.5% 6 9.4% 2 3.1% 2 3.1%

1990–1994 10 24.4% 5 12.2% 5 12.2% 6 14.6% 0 0.0% 5 12.2% 2 4.9% 1 2.4% 0 0.0%

1995–1999 8 26.7% 2 6.7% 1 3.3% 2 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 4 13.3% 5 16.7% 1 3.3%

2000–2004 3 10.0% 3 10.0% 0 0.0% 4 13.3% 0 0.0% 7 23.3% 1 3.3% 5 16.7% 1 3.3%

2005–2009 19 27.9% 7 10.3% 0 0.0% 6 8.8% 0 0.0% 3 4.4% 3 4.4% 4 5.9% 0 0.0%

全体 80 20.8% 30 7.8% 24 6.2% 63 16.4% 0 0.0% 45 11.7% 28 7.3% 26 6.8% 6 1.6%

インタビュー 観察 思考発話法 会話分析 日記法 文献調査 その他 複合 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.2% 3 12.5% 24 100.0%

1975–1979 0 0.0% 1 2.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 6.3% 0 0.0% 6 12.5% 48 100.0%

1980–1984 2 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.3% 1 1.3% 4 5.0% 80 100.0%

1985–1989 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 4.7% 2 3.1% 9 14.1% 64 100.0%

1990–1994 1 2.4% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 3 7.3% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.9% 41 100.0%

1995–1999 2 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 6.7% 1 3.3% 2 6.7% 30 100.0%

2000–2004 1 3.3% 1 3.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.3% 3 10.0% 30 100.0%

2005–2009 7 10.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 4.4% 3 4.4% 13 19.1% 68 100.0%

全体 13 3.4% 4 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.8% 12 3.1% 9 2.3% 42 10.9% 385 100.0%

第 13表 データ分析方法

量的 質的 複合 なし 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 20 83.3% 0 0.0% 2 8.3% 2 8.3% 24 100.0%

1975–1979 43 89.6% 0 0.0% 1 2.1% 4 8.3% 48 100.0%

1980–1984 67 83.8% 3 3.8% 3 3.8% 7 8.8% 80 100.0%

1985–1989 49 76.6% 7 10.9% 2 3.1% 6 9.4% 64 100.0%

1990–1994 30 73.2% 6 14.6% 2 4.9% 3 7.3% 41 100.0%

1995–1999 22 71.0% 0 0.0% 3 9.7% 6 19.4% 31 100.0%

2000–2004 25 83.3% 3 10.0% 0 0.0% 2 6.7% 30 100.0%

2005–2009 41 61.2% 12 17.9% 7 10.4% 7 10.4% 67 100.0%

全体 297 77.1% 31 8.1% 20 5.2% 37 9.6% 385 100.0%
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IV. 論文から見た日本の図書館情報学研究

A. 40年間の変化

1. 全体の傾向

年代によって傾向が見られたのは，①掲載論

文数や平均ページ数といった「雑誌自体の変化」

と，②大学所属の増加と図書館員の減少，学生・

院生の増加という「著者の属性の変化」，③「情

報学」群が衰退傾向にあり「図書館学」群が再び

中心となってきているという「主題の変化」，及

び④実証的研究が増加傾向にあるという「研究戦

略」の変化であった。それ以外の項目に関して

は，図書館情報学分野においてここ 40年間を通

して大きな変化は見られない。

これらの結果から，I章で掲げた仮説の中で以

下の 3つについては成り立つと言える。

（2）一論文当たりのページ数は増加している。

（3）著者は，図書館員が減り，大学教員が増加

している。

（7）研究戦略として実証的方法を採用する論文

が増加している。

2. 一体化した図書館情報学

研究の中心である主題についての仮説「（6）情

報学の論文が増加している」という傾向は見られ

なかった。これは，日本の図書館情報学分野が，

図書館関連主題と情報学関連主題とに分離して

いった英米の図書館情報学と異なっていることを

表している。英米では，図書館情報学分野の研究

者の多くは，研究では情報学に軸足を置いてい

る。これは，研究者自身の研究上の関心に基づく

のは当然であるが，情報学を範囲とする有力な学

術雑誌があることから，業績評価において有利で

あるといった判断もあると考えられる。

一方，こうした英米の動向と比較すると，日本

の図書館情報学研究は，「図書館学」と「情報学」

が 40年間，共存し続けた点に特色を見出すこと

ができる。調査対象とした二つの学術雑誌では，

「図書館学」と「情報学」の論文を区別すること

なく掲載してきた。その結果，日本では，「図書

館学」と「情報学」とはつなぎ目がなく接合して

おり，いわば地続きになっている。研究者は，長

い間，研究のアプローチが異なる「図書館学」か

ら「情報学」までの諸テーマを選択できる状況に

置かれてきた。これが，日本の図書館情報学研究

の大きな特色と言える。

また，これら二つの雑誌において，情報学の論

文数が増加してこなかった原因として，この 20

年の間に，情報学やメディアを冠した学会が設立

され，学会誌も刊行されたことを挙げることも可

能であろう。これを実証するには，別の調査が必

要であるが，三根らの調査では，図書館情報学の

大学教員が，新しく設立された情報学やメディア

を冠する学会に属する傾向は，それほどは見られ

なかった 22）。

3. 年代区分

III章の調査結果の検討において，いくつかの

第 14表 理論の使用

理論あり 理論なし 合計

篇数 % 篇数 % 篇数 %

1970–1974 1 0.9% 109 99.1% 110 100.0%

1975–1979 1 0.8% 123 99.2% 124 100.0%

1980–1984 3 2.3% 128 97.7% 131 100.0%

1985–1989 5 3.9% 122 96.1% 127 100.0%

1990–1994 2 2.1% 92 97.9% 94 100.0%

1995–1999 9 11.0% 73 89.0% 82 100.0%

2000–2004 4 6.3% 60 93.8% 64 100.0%

2005–2009 2 2.1% 92 97.9% 94 100.0%

全体 27 3.3% 799 96.7% 826 100.0%



論文から見た日本の図書館情報学研究の動向

 ― 146 ―

点で，年代によって大きな違いがあることを示し

た。例えば，1980年の前半では，共著の割合が

32.8%，平均著者数が 1.6人となり，前後の期間

と比べて高くなっている。また，2005年以後は，

研究戦略で実証的研究が増加し，質的分析も増加

しているといった傾向がある。

しかし，図書館情報学研究の年代別の特色を理

解するには，先に挙げた「雑誌自体の変化」とそ

の変化の要因を検討する必要がある。第 6図は，

第 2表を図示したものである。異なる二つの雑誌

が，最近 30年の間，掲載論文数に関して全く同

じパターンを示している。ここに日本の図書館情

報学研究の置かれた環境と動向が示されていると

考えることができる。それではなぜ，このような

現象が起きたのだろうか。この理由について，次

節で検討する。

B. 最近 30年間の掲載論文数の変化と変化をも

たらした要因

Library and Information Scienceと『日本図書館

情報学会誌』の掲載論文数は，1985年から 2000

年代初頭まで減少している。両誌に共通する掲載

論文数低下の大きな要因と考えられるのは，査読

制度への移行である。

現在では，学術雑誌の多くは査読制度の採用を

唱えて創刊されるのが通常であるが，数十年の歴

史を持つ学術雑誌では，査読制度の認識が高まる

に連れて，徐々に査読制度のある状態に移行して

きたと考えられる。当初は，査読についての認識

は十分ではなく，原稿を編集委員が読んで著者に

多少の意見を述べ，引用文献の書き方を注意する

だけでも査読と見なされていた。実際には，雑誌

に査読制度を導入するには，編集の手順と編集委

員の役割を大幅に変えることを余儀なくされ，そ

れは投稿規定に反映されるようになる。現在，投

稿規定には査読の過程を明示するほか，投稿者と

査読者向けの共通の細かいルールを示すのが通常

である。

『図書館学会年報』の「編集後記」には，1980

年代から「査読」あるいは「レフリー制」という

語が散見される。例えば，1981年には“審査が

厳しくなってきて，改稿を願うことも少なくない

が，弱気にならず，捲土重来，挑戦を続けられる

ように期待する”（Vol. 27，No. 1）とあり，1985

年には“レフリー制も整備しました”（Vol. 27，

No. 3）と記述されている。この時期に，投稿原稿

を査読者が「査読」することが行われていたと考

えることができる。

しかし，1996年度から 2001年度まで 6年間に

わたって『日本図書館学会誌』の編集委員長を務

めた薬袋はこう述べている。

第 6図　掲載論文数の推移
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筆者が編集委員長として一番重視したこと

は，投稿論文のみを掲載する学会誌の性格

を明確にすることであった。1980年代に

は「現代の図書館学」，「若い世代の研究動

向」という 2つの特集が組まれている。（中

略）投稿原稿に対して厳しい審査を行ってい

る学会誌に，審査を受けない依頼原稿が掲載

されるのでは，投稿原稿に対して公平性を欠

くとともに，学会誌に対する評価が下がる恐

れがある。そこで，特集や依頼原稿はできる

だけ避け，投稿原稿だけで構成しようと考え

た 24）。

『図書館学会年報』は，文部省科学研究費補助

金による刊行補助を受けていたために，補助を受

ける 1年間に申請時に計画した号数（4号）を刊

行する必要があった。しかし，1987年の「編集

後記」に“水面下では，集まった原稿を編集委員

会で検討し，不足分を強制的に委員に割当，委員

が書くなり，執筆者を探して書いてもらうなり

し，各委員に多大の負担をお掛けしました”（Vol. 

29，No. 2）とあるように，投稿原稿が少ない場合

には，刊行号数を維持するために原稿を集めるた

めの無理な努力がなされた。こうした状況では査

読制度が徹底されていたとは言えない。

一方，特集を企画し企画にふさわしい研究者に

原稿依頼することは，編集委員が原稿調達に奔走

する努力を不要にしたが，一つの雑誌に依頼原稿

と投稿原稿が並んで掲載されるなら，これは査読

制度のある雑誌にはならない。依頼原稿と査読制

度とは両立しないことは，あまり理解されていな

かった。

薬袋はこうした状況を変えるために，投稿原

稿のみとする方針を立てたが，この 1996年頃に

『図書館学会年報』では本格的な査読制度が採用

されたと考えられる。なお，1994年には同誌の

投稿規定の改訂が行われ（Vol. 36，No. 1），初め

て「査読者」，「査読結果」という語があらわれ，

また，その後の号（Vol. 36，No. 3）では，査読手

続きの説明がなされている。

一方，Library and Information Scienceでは，

1992年（No. 30）から投稿論文の査読者名が掲載

されるようになった（後に中止）ことから，1992

年に査読制度が導入されたとみなすことができ

る。

このように Library and Information Scienceと

『日本図書館情報学会誌』において本格的な査読

制度が採用されたのは，1990年代からである。

しかし，査読制度を導入する気運は，それ以前か

らあり，本格的ではなくとも，前述のように，

『図書館学会年報』では，1980年代に「編集後記」

において，「査読」や「レフリー制」といった語

がしばしば見られるように査読を重視する方向が

あった。査読については，時々の編集委員会，編

集長により濃淡があったが，全体としては徐々に

本格的な査読制度，つまり，査読基準の策定や外

部査読者 2名によるブラインド審査などの採用へ

と向かった。

このように 1980年代から 2000年の時期に，両

誌は，次第に査読を重視するようになり，やがて

本格的な査読制度へと移行し定着していくが，こ

れは掲載論文数の減少の時期と一致している。ま

た，同様の現象がこれらの二つの雑誌で起きてい

たことを併せて考えると，査読制度への移行が掲

載論文数の減少の主要な原因と考えるのが妥当で

ある。

C. 2005年から 2009年までの論文数増加とそ

の要因

1980年から 2005年までを 5年ごとに区切ると

掲載論文数は減少してきたが，2005年から 2009

年にいたると，論文数は一転して増加傾向を示し

ている。2000年から 2004年までに比べて論文数

は約 1.5倍と急激な上昇をみせており，これは大

きな変化と言える。

まず，2005年から 2009年の間の特色を見てお

く必要があろう。2004年までの 5年間と異なる

のは次の点である。掲載論文の第一著者では，ど

のカテゴリでも論文数は増えているが，教員の占

める割合は，やや減り（48.4%から 45.7%へ），

学生・院生の割合が増えている。主題では，減少

していた情報学に属する論文の割合が，図書館学
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に対して増えている（29.1%から 34.0%へ）。ま

た，研究方法では，2005年から 2009年までは，

その前期 2000年から 2004年までに比べ，実証的

研究は，約 1.8倍となった。このように，著者と

掲載論文には，それまでの傾向とは質的に異なる

面がある。

掲載論文数増加は最近の傾向であり，その原因

を特定するには慎重でなければならないが，2000

年代に各調査対象誌の刊行，編集体制に大きな変

化は認められず，この現象が起きた原因は，投稿

者側にあるとみなすのが妥当であろう。これには

次のような原因が考えられる。

1. 大学院生の増加

日本図書館情報学会には正会員とは別に学生会

員制度が設けられている。第 15表は，同学会会

報をもとに，1995年度から 2008年度までの学生

会員数と正会員数を取り出したものである。2008

年度以後は減少しているが，1995年から 2008年

にかけて，学生会員数は約 3.1倍となり，会員数

の 4.3%から 10.0%を占めるようになった。これ

は，1991年からの文部科学省の大学院重点化政

策の影響もあると考えられる。

第 5表に示されているように，2000年から

2009年までの「学生・院生」が執筆する論文の

篇数と割合が大きく増加していることからみて，

大学院生の増加あるいは学会活動への参加が活発

化することが，掲載論文数増加の一つの要因と

なっていると考えられる。

2. 研究助成制度の充実

日本図書館情報学会と三田図書館・情報学会に

はいずれも研究助成制度があり，若手研究者を中

心に研究助成金を与えている。さらに，その研究

成果の公表義務を課している。日本図書館情報学

会は，1980年度から研究助成金事業を実施して

きた。1998年度までは，条件の一つとして「研

究成果を学会年報，研究大会，春季研究集会等で

3年以内に発表すること」が挙げられていたが，

1999年度からは，「研究大会あるいは春季研究集

会で口頭の報告をし，かつ，『日本図書館情報学

会誌』に投稿する」と会誌への投稿が義務づけら

れるように変わった。一方，三田図書館・情報学

会は，2005年度から研究助成金制度を設けてい

るが，研究終了後の義務として，「研究助成終了

後 2年以内に研究成果を Library and Information 

Science誌に投稿」するよう求めている。

こうした研究助成制度の発表義務に従って発

表された論文数は，1995年以降に全部で 23篇あ

り，1995年から 1999年までの 3篇は，同時期の

全論文数の 3.7%，2000年から 2004年までの 6篇

は 9.4%，2005年から 2009年までの 14篇は 14.9%

となり，研究助成金の一定の影響力が認められ

る。

3. 研究者評価の強化と査読付論文の必要性

査読の行われている雑誌に査読を経て掲載され

た論文は，10年ほど前から「査読付」論文と呼

ばれるようになった。近年，研究者が就職や昇

進の際に提出する業績表には，論文や学会発表

に「査読付」であるか否かを表示することが多く

なった。科学研究費補助金による研究の研究成果

発表報告書には，2007年度から研究発表の中の

雑誌論文に「査読の有無」を記載する欄が設けら

れるようになった。文部科学省の設置認可申請で

は，2010年度から教員の教育研究業績書では，

第 15表 日本図書館情報学会の学生会員数の推移

年度 学生会員数 正会員数

1995 23 530

1996 29 545

1997 33 556

1998 46 572

1999 58 574

2000 58 583

2001 62 592

2002 65 607

2003 69 604

2004 76 621

2005 74 647

2006 78 656

2007 81 670

2008 72 641

2009 64 641
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査読付きの論文の場合は，題名の後に「査読付」

と記載することになっている。

人文社会学分野においても「査読付」論文であ

ることを明示することは一般的になりつつある。

日本国際経済法学会将来ビジョンワーキンググ

ループは，2008年の「日本国際経済法学会の活

性化に向けて」と題する答申の中でその学会誌に

ついて次のように述べている。

近年大学評価や科研等の競争資金獲得との関

係で，業績評価の客観性，とりわけ査読付業

績か否かの区別が求められる局面が増えつつ

ある。とりわけ投稿する世代が基本的に大学

院生や若手研究者たる会員であることを想定

すれば，就職・昇格に査読付論文が含まれる

ことは，大いにこれら若手会員の利益とな

る 25）。

論文への査読の有無は学位の取得においても重

要性を示している。慶應義塾大学大学院文学研究

科図書館・情報学専攻の「学位論文提出の条件と

手順」では，学位請求論文提出までに査読付論文

3篇を課している 26）。また，筑波大学大学院図書

館情報メディア研究科の案内には，“博士論文を

提出するには，学位論文予備審査委員会による審

査に合格しなくてはなりません。（中略）なお，

予備審査に合格するには，査読付き論文 2報が受

理されていなくてはなりません”という記載があ

る 27）。

人文社会分野においても研究者の評価への要請

が強まるにつれ，学位の取得，査読付論文数，科

学研究費取得実績が評価の指標となりつつある。

さらに若手研究者が就職するには，学位を求めら

れることが多くなり，学位請求論文提出には，査

読付論文が必要とされている。

日本の図書館情報学分野では，徐々に厳密な

査読制度を確立してきた Library and Information 

Scienceと『日本図書館情報学会誌』がこうした

近年の大きなニーズを満たすことになり，その結

果，投稿論文と掲載論文数が増加したと考えられ

る（第 7図）。
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要　　　旨

【目的】本論文の目的は，学術論文の著者，主題，研究方法，理論の使用を分析することにより，

1970年から 2009年までの日本の図書館情報学の研究状況を明らかにすることである。

【方法】対象とした雑誌は，査読制度を採用している Library and Information Scienceと『日本図書館情

報学会誌』 （『図書館学会年報』） である。1970年から 2009年の間の掲載論文のうち，投稿論文 826篇

を調査対象とした。各論文に対して，①著者，②主題，③研究方法，④理論の使用の分析を行った。

著者に関しては，論文ごとの著者数，第一著者の所属機関，職業を集計した。主題は 14に区分し，

さらに図書館学と情報学にまとめた。研究方法は，最初に 6アプローチに分類した後，実証的研究の

みデータ集計方法とデータ分析方法を調査した。また，年別の論文数やページ数の推移を集計した。

【結果】日本の図書館情報学論文ではこの 40年間に，（1）大学院生を含め大学に所属する著者の増

加，（2）情報学は一時多かったが，次第に減少傾向にあり，図書館学が再び中心となっている，（3）

実証的方法を採用する論文が増加している，などの傾向があった。しかし，主題について大きな変化

はなかった。全体の論文数は，1990年代から 2000年代後半にかけて低下したが，現在は，増加傾向

にある。前者の原因は，両誌の厳格な査読制度の採用にあり，後者の原因は，大学院生の増加や研究

助成制度の充実にあると考えられる。


